
平成21年度事務事業評価表 担当 内線等

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③成果指標

④事業の概要

受益面積 １２ha １３ha １３ha

７１人 ７６人 ７６人

市の負担金 ０ １，８９０千円 １０，０００千円

事業費 ０ １，８９０千円 ２２，８００千円

成果指標② 61名 315名 250名

項　　目 平成20年度実績 平成21年度実績 平成22年度計画

成果指標の
説明

役員会、各種委員会等の開催日数で比較 役員会、各種委員会等の参加人数で比較

成果指標① 5日 27日 24日

関係権利者の協力と理解をもとめ

手　　段 換地設計基準案、評価基準案等を作成し、承認を得て

成果、目標 平成23年度の事業認可を目指す。

成果指標名 開催日数 参加人数

基本目標、施策に対する貢献度 ３点　施策の達成に非常に効果があった

市長マニフェスト 自然と調和した潤いのあるまちづくり

市長マニフェストの執行状況

指標の推移 平成20年度決算（実績） 平成21年度決算（実績） 平成22年度予算（計画）

対象(受益者)

４点　実施中であり、ほぼ達成できる見込み

産業環境部　産業振興課 1228

事務事業名 ほ場整備事業（大塚千尾地区　準備）

① ②

基本目標 ５．にぎわいと活力あふれるまちづくり 農林業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ20
人工計

0.80人
次長
課長級

0.10人 補佐級 0.40人 係長級 0.30人 一般職 非常勤 再任用

Ｈ21
人工計

1.05人
次長
課長級

0.10人 補佐級 0.55人 係長級 一般職 0.40人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦事業の仕分け

説明

⑧必要性

⑨効率性

⑩総合評価

⑪改善点、問題点等

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

今後の改善計
画

国の２３年度予算との整合を図り、今後の対応を地権者とともに検討する必要がある。

過去の改善点 当初広域で計画していたが、財政事情に見合った規模に縮小して現在に至っている。

現在の課題、
問題点

国の補助事業（農山漁村活性化プロジェクト支援交付金）として事業化を目指し、順調
に進捗しているものの国の予算がつかなかった場合、地権者の「やる気」が萎えはしな
いかと心配である。

7,220 10,130

Ｄ　民間で実施
地元地権者が中心となって平成２１年６月に大塚千尾地区基盤整備事業推
進協議会を設立し、事業化に向けて各種基準案を作成し、平成２３年度の
事業認可を目指している。市としてこれらを支援する。

必要性 Ｄ　市が実施すべきではない

7,220 10,130

総合評価 Ｂ 事業の進め方に改善の余地がある

財源
内訳

0 0

項　　目 平成20年度実績 平成21年度実績 平成22年度計画

人件費
を含む
事業費

0 1,890 22,800

7,220 8,240
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